
平成30年７月豪雨における名簿の活用状況等

地域における避難を促す仕組み

■ 過去の災害（昭和５１年の水害）の教訓を生かし、その時の状況を同じ地域の住民に共有して、
注意を促すとともに、地域包括支援センターを中心に平成２５年から設置している小地域ケア会
議の取組として、『見守り支えあい台帳』を作成しており、それを活用して、地区の対象者の避
難支援を行った。＜岡山県倉敷市＞

■ 自主防災組織が、自治体から提供された避難行動要支援者名簿を基に独自に作成した名簿を用い
て避難訓練を実施しており、この名簿を使って避難支援を行った。＜岡山県総社市＞

■ 地区会として、住民の連絡先等を記したリストや一人暮らしの世帯等を明示した地図を作って避
難支援を行った。加えて、今回の災害に関しても、災害の実態をまとめた掲示物を作成し、後世
に地域における防災意識の向上を図っていく。＜広島県東広島市＞

■ 自治体から提供された避難行動要支援者名簿の情報を活用し、避難場所、避難の合図（タイミン
グ）、気にかける人（避難支援を必要とする人等）などを記した災害・避難カードを、避難訓練
を通じて作成しており、各自がカードに基づき避難行動・避難支援を行った。＜愛媛県大洲市＞

東広島市洋国団地の掲示物真備町服部地区の台帳
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